
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 2年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人  えがおで相続を

1 事業の成果

令和 2年度は新型コロナウイルス感染拡大のため、事業計画通 りに進められないところもありました

が、限られた中で啓蒙事業、情報発信事業を展開することができました。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【1590】 千円)

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【  0  】千円)

足款 に記載
された
事業名

事業内容 日日寺 場 所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千 円)

啓蒙事業
金融機関職員向けの相続
に関する勉強会の開催 毎月 1回

東京都

豊島区
4名

金融機関

職員
20名 45

啓蒙事業 ホームページの運営・更新 11月
主たる事

務所
2名

会員

一般市民
不特定多
数

15

情報発信事業
相続に関するお役立ち情
報パンフレット作成 。DM
発送

10月
主たる事

務所
8名

会員

一般市民
2000名 1530

情報発信事業

ラジオ情報番組を活用し、
相続問題・空き家問題・事
業承継問題について専門
家の知見の提供

毎週
東京都

品川区
10名

東京都・

神 奈 川

県・埼玉

県・千葉

県、

一般市民

会員

不特定多
数

0

定 款に記
された
事業名

載

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千 円)

な し



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和2年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業が上登場合)

人

金   額

1,623,300
1.623,300

332,126
332,126

受取補助金

紹介料収入
事業収益

受取利息

2

4

5

正会員受取会費
賛助会員受取会費

受取寄附金
施設等受入評価益

1,955,426

46,490
1,590,633

1,590,633

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費
支払手数料

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費

1.590.

Hi l輌  【A B 364.79当 期 経

過年度損益修正益

D ②当 期 経 、 増 減 額 C
364, ノ93

364 793

収  益  計

番  用  計

経 常 外 収 益

固定資産売却損

災害損失
渦年産椙器修正椙

法 人税 、住 民税及 び事業税  ・・・④
前期緑繊 T味財産箱  ・・・∩

鰻  t■  T 餞  財  産  2目  `η 一 仏 ■ヽ 占め



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 2年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人  えがおで相続を

小 計 ・ 合 計科 目 金   額

364,793 364793

2
1

2

3

現金預金

未収金

棚卸資産

車両運搬具
什器備品

ソフ トウェア

借地権

敷金
長期貸付金

364.793 364,793

364,793【A】 資 産 合 計 ①+②

未払金

預 り金

長期借入金
退職給付引当金

364793
85461

364793
364.793

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 364,793



16 28

重要な会計方針
計算書類の作成はNPO法 人会計によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
該当なし

(2)固 定資産の減価償却の方法
該当なし

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

該当なし

引当金

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

該当なし

(5)消 費税等の会計処理

税込経理

2.事 業別損益の状況

令和 2年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人  特定非営利活動法人えがおで相続を

科 目
相続事業 紹介事業 事 業 事 業

事業部門計 管理部門 合計

1,623,300

332126

1623300

332126

1623300 332126 1955426

1021987

38593

510921

7897 46490

11532908

9326 1909 11235

1069906 520727 1590633

553394 -188,601 364793

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.そ の他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当
役員報酬
退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

内容 金 額 算定方法

3.施 設の提供等の物的サー ビスの受入の内訳



4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約 されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者 との取引は以下の通 りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

事業費と管理費の按分方法

７
‥

8

内容 期首残高 当期 J 加 額 当期減少額 期末残高 備 考

合計

科 目 期首取得価額 取得 減 少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合 計

オ斗目 期首残高 当期借入
ユ
〓 返済 期末残高

合 計

科 目

計算書類 に

計上 された

金額

内、役員と
の取引

内、近親者

及び支配法
人との取引

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表 )

貸借対照表計

その他の事業に係る資産の状況



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 2年度 財産目録

事 業 報 告 用

人 え

金   額 ′]ヽ    :十 合     計

腫

364,793 364,793 364793

現金預金
手元現金
銀行普通預金

未収金
○○事業未収金
▲▲事業未収金

棚卸資産
販売用寄附物品

・

=

責 産 合 計  ・ ・ ・ ① 364.7

足 賃 圧

パ ソコン
什器備品

(1)有形固定責産
車両運搬具

事業用車両

(2)無形固定責産
ソフ トウェア

オペ レーションシステム

文書編集ソフ ト

借地権
○○市事業所

(3)投資その他の資産
敷金

○○市事業所

長期貸付金
○○銀行

2

【́

■|||||:音 産 合 計 ②

【A】 資 産 合 計 ①+②

の  部】 箇 信

l債

未払金
○月分給与
○月分社会保険料

預り金
源泉徴収税

合 計 ③

自 信

長期借入金
○○銀行借入金

退職給付引当金
職員

2

【l

'色
僣 合 計 (1`:|う

【B-1】 負 債 合 計 ③+④

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】

::円



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 2年度年間役員名簿 J泄言篇層邸ぢF鵠継I:鮮ξ尚′ξ鮎紺風繁想
所並

特定非営利活動法人 えが で相続を

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れて ください。)

rゝつ人下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第20条関係)

ゴ`各役員について、親族の規定に違反していません。(法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

/~ヽ

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬 を受 けた期 間

(該 当者のみに記入)

氏    名

1

燈ず卜監事

/~ヽ

ヨコクラハシ
゛
メ 令和 3年 4月 1日

令和5年 3月 31日

年

年

月

月

日

日横倉 肇

2

躍:ヲ
・監事

⌒

ニホオサム 令和 3年 4月 1日

令和5年 3月 31日

年  月  日

年  月  日仁保 修

3

理事・監事
_ヽ/ ムカイヒロカス

゛
令和 3年 4月 1日

令和5年 3月 31日

年 月

月

日

日年向井 啓和

4

理事・u マツイマリ 令和 3年 4月 1日

令和5年 3月 31日

年  月  日

年  月  日松井 茉莉

5 理事・監事

年   月 日

日年 月

年 月

月

日

日年

6 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年  月  日

年  月  日

7 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

8 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

9 理事 。監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

10 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年

年

月

月

日

日



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人 えがおで相続を

氏    名

1 横倉 肇

2 仁保 修

3 向井 啓和

4 松井 茉莉

5 鈴木 希己江

6 酒井 滋

7 柳沢 英樹

8 小原 匡世

9 笹谷 秀幸

10 桑田 定仁

11

12


